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ブルーカーボンへの期待

（出典：水産経済新聞2022.5.24、6.1） 2



温暖化対策は今世紀最大の人類の課題

・気温上昇を産業革命前と比べ1.5℃以内に抑えようとする国際的取組
・でも、ウクライナでの戦争で逆行状態

海洋でも取組が必要

①再生可能エネルギー

②海上輸送の脱炭素化

③ブルーカーボンの活用

④水産業の活用・脱炭素化

⑤海底へのCO2直接埋設
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アマモなどの海草や海藻による炭素の貯留が有効

• 長期的には、洋上風力発電や潮流発電
などの再生可能エネルギーへの期待が
大きいが、

• ブルーカーボンによるCO2削減への期待
は大きい

• ついでに言えば、魚食の普及も温暖化対
策の一環と捉えられている。
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ブルーカーボンの炭素貯留プロセス

・藻場が減らした海中のCO2の分だけ、大気のCO2が海中へ吸収される。

• 海草・海藻そのものが炭素の貯留庫と
いうわけではない

①藻場内への堆積貯留

藻場の中の堆積物中に有機炭素が溜まる

②難分解貯留

難分解性の炭素が大陸棚の砂泥中に溜まる

③深海貯留

流れ藻が沖に流され深海へ落ちる

④難分解性溶存態有機炭素による貯留

成長過程で溶存態炭素を放出

(出典：堀 ブルーカーボンとしての藻場の評価に関する最新の国内動向 水産庁HP） 5



ブルーカーボンを漁村振興に活かす

• 海藻などのCO2貯留効果の評価手法が確立してきつつあり、これをクレジット化することでカーボン
ニュートラルを目指す企業等との取引が可能となってきた。

• ブルーカーボンの取組みは単なる温暖化対策にとどまらず、磯焼け対策、漁場価値の維持・向上、
海の生態系の保全にもなるもの。

• これを藻場造成などの活動資金としたり新たに粗放的な養殖を行うことによって副収入を得る可能性
が出てきた。

• 漁業関係以外の人たち、特に若者層にアピールできる取組であり、県民全体の漁業・漁村への理解、
共感を高めるだけでなく、漁業・漁村への若者の新規就業や入り込みに好影響も期待できる。

• 漁業法に定められた「沿岸漁場管理制度」も活用することで漁協主導の活動にできないか。
※沿岸漁場管理制度についてはｐ．２のコラム（長谷）も参照
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試行が始まったクレジット制度

• JBEは国土交通大臣に認可された法人
• Jブルークレジットは、JBEから独立した第三者
委員会による審査・意見を経て、JBEが認証・
発行・管理するクレジット

• 2022年は全国で22のプロジェクトを認証（岩
手県洋野町では3106.5t-CO2 を認証）

• 2021年度は4件、80.4㌧のブルーカーボンを
認証。うち売却希望があった3件を37者が購
入。トン当たり平均7万2816円と森林の5-7倍
の高値。食料供給、水質浄化などの価値が
評価されたが、現段階の希少性も影響。CO2
吸収の評価は1万6000円程度と評価。
（2023.2.3 水産経済新聞 JBE桑江理事長）

（出典：桑江 水産振興ONLINEブルーカーボンで日本の浜を元気に第3回） 7



8(2023.2.17/2023.2.22水産経済新聞）



長崎県五島市の例

• ウニハードル敷設、潜水によるガンガゼ駆除、
母藻ネット設置、母藻移植

• 2021年10月29日から22年7月31日までの活
動について12.1t-CO2を認証

• （CO2の吸収・固定量から調査船の活動によ
るＣＯ2排出量を差し引いて算出：他も同じ）

9（出典：JBEのHP)



大分県名護屋湾の例

• ウニノミクス(株)と(株)大分うにファームが自
身のウニ畜養事業の原料とする目的でＮPO
法人名護屋豊かな海づくりの会に所属する
漁業者と共同でムラサキウニを除去。ＥNEOS
ホールディングス(株）ほかがモニタリング調
査を実施。

• 2021年9月1日から22年7月31日までの活動
について0.6t-CO2を認証
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佐賀県唐津市鎮西町串浦の例

• 申請者・実施者は串浦の藻場を未来へ繋げ
る会と佐賀玄海漁協鎮西町統括支所

• ガンガゼの駆除
• 漁業者が減少しているので、一般の参加者
や企業との連携も視野

• 2021年5月31日から2022年6月1日までの活
動について41.1t-CO2を認証

• 「ブルーカーボンで日本の浜を元気に」第8回
に佐賀玄海漁協青壮年部袈裟丸部長のレ
ポートあり
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Yahoo! JAPANによる地方公共団体の脱炭素の取組みへの寄付の例

• 10の地方公共団体に2021年度 2.7億円 22
年度 2億円の寄付

• 宮城県 みやぎ沿岸の森プロジェクト(21年度
2700万、22年度3858万円）
海岸防災林の適正管理により11,800ｔ-ＣＯ2/年、
海藻養殖、藻場造成により250ｔ-ＣO2/年の固定
が目標。

• 五島市 藻場を活用したカーボンニュートラ
ル促進事業（21年度1290万円、22年度800万
円）21年度 48.6t-CO2の固定が目標。
既藻場 ５ha(ガラモ場）×2.7t/年=13.5t
追加 ３ha×2.7t/年=8.1t
海上養殖 10ha×2.7t/年=27t
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